
備考　人件費には、職員に支払われる給与のほか議員などに支給される報酬等を含みます。

高 校 卒 200,300円 200,300円

大 学 卒 232,000円 232,000円

備考　給与費の職員手当には退職手当を含みません。

（３）職員の初任給の状況（令和８年４月１日現在）

区 分 組 合 国

124人 460,674千円 92,634千円 193,307千円 746,615千円 6,022千円

（２）職員給与費の状況（令和７年度決算）

職員数
　
Ａ

給　　　与　　　費 １人当り
給与費
(Ｂ／Ａ)給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　計　　Ｂ

（１）人件費の状況（令和７年度決算）

歳　出　額
　　　　　　Ａ

人　件　費
　　　　　　Ｂ

人件費率
（Ｂ／Ａ）

前年度
人件費率

4,080,309千円 929,939千円 22.79% 20.19%

合　　　　　　計 １２４人 100.00% １２４人 100.00%

２　職員の給与の状況

６
級

事務局長、消防長、次長、場長、署長
副署長、課長、出張所長

４人 3.23% ４人 3.23%

５
級

副署長、課長、出張所長、主幹 １４人 11.29% １３人 10.48%

４
級

主幹、主査、係長、主任 ３３人 26.61% ３６人 29.03%

３
級

主任、消防吏員 ２７人 21.77% １８人 14.52%

２
級

主事、技師、消防吏員 ２３人 18.55% ２８人 22.58%

１
級

主事補、技師補、事務補、技術補
消防吏員

２３人 18.55% ２５人 20.16%

職
務
の
級

職 務 の 名 称 職員数 構成比
前年度
職員数

前年度
構成比

人　数 　　  ３人（１） １２１人 １２４人

※（　）はフルタイム会計年度任用職員の人数

（３）級別職員数の状況（令和８年４月１日現在）

退　職 ０人 ３人 ３人

（２）職員数（令和８年４月１日現在）

職　種 事務局 消　防 合　計

採　用 ０人 ４人 ４人

会計年度任用職員
(フルタイム)

１人 ０人 １人

遠軽地区広域組合人事行政の運営等の状況について

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の任免の状況（令和７年度）

職　種 事務局 消　防 合　計



寒 冷 地 手 当

11月から翌年３月まで支給
　世帯主で扶養親族のある職員　29,400円/月
　その他の世帯主である職員　　16,200円/月
　その他の職員　　　　　　　　11,500円/月

退 職 手 当

                勧奨・定年　　　 自己都合
　勤続20年　　　24.586875月　　  19.6695月
　勤続25年　　　 33.27075月　  　28.0395月
　勤続35年　　　   47.709月　　  39.7575月
　定年前早期退職特例加算措置（2％～30％加算）

備考　期末・勤勉手当のカッコ内は再任用分の状況となります。

通 勤 手 当

①交通機関等利用者
　運賃相当額（限度額　55,000円/月）
②自動車等使用者（２km以上の使用者に対して支給）距離に
　応じて支給　2,000円～66,400円/月

時間外勤務手当
正規の勤務時間を超えて勤務した職員に対して支給
令和７年度支給実績　13,380千円

特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　　①夜間特殊勤務手当　400円/１当直
手当の種類　　②災害出動手当　　　400円/１件
　　　　　　　③救急出場手当　　　400円/１件

期末・勤勉手当

      期末手当     　       勤勉手当　　　　　 計
 6月期 1.2625月(0.7125月) 1.0625月(0.5125月) 2.325月(1.225
月)
12月期 1.2625月(0.7125月) 1.0625月(0.5125月) 2.325月(1.225
月)

扶 養 手 当

①子　　 13,000円/月
②父母等　6,500円/月
③子の加算額（満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末まで）
　　　　　5,000円/月

住 居 手 当

①借家等の場合
　27,000円/月以下の家賃の場合、月額から16,000円控除した額
　27,000円/月を超える家賃の場合、月額から27,000円を控除した
額の2分の1（2分の1が17,000円を超える場合は、限度額17,000円と
する）を11,000円に加算した額
②持ち家の場合
　支給なし。

大 学 卒 301,400円 346,900円 該当なし

（６）職員手当の状況（令和８年４月１日現在）

手 当 名 内 容 及 び 支 給 額 等

区 分 経験年数11年～15年 経験年数16年～20年 経験年数21年～25年

高 校 卒 271,700円 320,400円 319,700円

消 防 職 309,000円 359,800円 37

備考　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間
　　外勤務手当などの全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態
　　調査において明らかにされているものであります。

（５）職員の経験年数別、学歴別の平均給料月額の状況（令和８年４月１日現在）

（４）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和８年４月１日現在）

区 分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢

一 般 行 政 職 369,600円 408,700円 58



災 害 事 故 休 暇
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等
により出勤することが著しく困難であると認められる
場合に必要と認められる期間

無
給

介 護 休 暇
３回以内かつ６か月以内の期間において必要と認めら
れる期間

育 児 休 業
３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に達する
日までの期間

子 の 看 護 休 暇
９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの子を看
護する必要がある場合、１年において５日以内（２人
以上の場合にあっては、10日）

忌 引 休 暇 親族区分に応じ１日から７日

夏 季 休 暇
６月から１０月までの期間内において原則として連続
する３日以内

育 児 休 暇
１歳未満の子の育児をする場合１日につき２回
（１回につき60分以内）

配 偶 者
出 産 休 暇

配偶者の出産に対し、管理者が定める期間内の２日以内

育 児 参 加 休 暇
配偶者の出産前後において、子の養育のため勤務をし
ないことが相当と認められるとき５日以内

１年において５日以内

結 婚 休 暇 職員が結婚する場合、管理者が定める連続する５日以内

産 前 休 暇
出産予定日の前日から起算し、６週間前から出産日ま
で（多胎妊娠の場合は１４週間前から）

産 後 休 暇 出産日の翌日から８週間

（３）休暇制度の状況（令和８年）

休 暇 の 種 類 休 暇 日 数 等

有
　
　
　
　
　
給

年 次 有 給 休 暇 １年につき２０日付与（翌年への繰り越しは最大２０日）

病 気 休 暇
負傷又は疾病により、療養のため勤務しないことがや
むを得ないと認められる必要最小限度の期間

特別休暇
(主なもの)

ボ ラ ン テ ィ ア
休 暇

（２）交代制勤務者の勤務時間の状況（令和８年４月１日現在）

正規の勤務時間
（１当務）

始業時刻 終業時刻 休憩時間

15時間30分 8時45分 翌日の8時45分
12時00分～13時00分
17時30分～18時30分

（１）毎日勤務者の勤務時間の状況（令和８年４月１日現在）

正規の勤務時間 始業時刻 終業時刻 休憩時間

7時間45分 8時45分 17時30分 12時00分～13時00分

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況



０人

信用失墜行為の禁止 ０人 紛争行為などの禁止 ０人

秘 密 を 守 る 義 務 ０人 営利企業などの従事制限 ０人

職務に専念する義務

５　職員の服務の状況（令和７年度）

区 分 違 反 者 数 区 分 違 反 者 数

法 律 に 従 う 義 務 ０人 政 治 的 行 為 の 制 限 ０人

全 体 の 奉 仕 者 と し て ふ さ わ
し く な い 非 行 が あ っ た 場 合

０人 ０人 ０人 ０人

備考　懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持するために、一定の義務違反に
　　対する責任を問うことであります。

法 令 に 違 反 し た 場 合 ０人 ０人 ０人 ０人

職務上の義務に違反した場合 ０人 ０人 ０人 ０人

（２）職員の懲戒処分の状況（令和７年度）

　　　　　　　　　　　処分の種類
　　処分の事由

免職 停職 減給 戒告

刑事事件に関し起訴された場合 ０人 ０人 ０人 ０人

備考　分限処分とは、公務能率を維持することを目的として、一定の事由がある場合
　　に職員の意に反して不利益な身分上の変動を与えることであります。

職に必要な適格性を欠く場合 ０人 ０人 ０人 ０人

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職または過員を生じた場合

０人 ０人 ０人 ０人

勤 務 実 績 が よ く な い 場 合 ０人 ０人 ０人 ０人

心 身 の 故 障 の 場 合 ０人 ０人 ０人 ０人

４　職員の分限処分及び懲戒処分の状況

（１）職員の分限処分の状況（令和７年度）

　　　　　　　　　　　処分の種類
　　処分の事由

免職 休職 降給 降任



①一般研修

②消防職員研修

網走地方道路防災連絡協議会遠軽幹事会 8人

北 海 道 市 町 村 職 員
研 修 セ ン タ ー

遠 軽 町
　新採用等職員研修 5人

接遇研修

実 施 機 関 研 修 内 容

　地方財政制度 1人

北 海 道 オ ホ ー ツ ク
総 合 振 興 局

メンタルヘルスマネジメント実践研修会 8人

地方公共団体金融機構
　自治体職員のための簿記・公会計 1人

遠 軽 地 区 広 域 組 合

　交通安全研修会 52人

　えんがるロックバレースキー場救助訓練 7人

救助研修会 11人

北海道労働局長登録教習機関 　小型車両系特別教育 3人

遠 軽 町 　遠軽町災害対策本部図上訓練 4人

オホーツク管内消防長会 緊急消防援助隊研修会 5人

北見地区防火管理協議会 防災管理研修会 1人

全 国 消 防 協 会
北 海 道 地 区 支 部

　消防実務講習会（警防） 2人

北 海 道 消 防 協 会
オ ホ ー ツ ク 地 方 支 部

　役員・副団長研修会 3人

事務担当者研修会 2人

全国消防長会北海道支部
　消防長研修会 1人

署長研修会 1人

全国消防長会北海道支部
道 東 地 区 協 議 会

　広域応援訓練 5人

　署長等研修会 1人

北 海 道 市 町 村
総 合 事 務 組 合

消防災害補償等事務担当者研修会 1人

北 海 道 消 防 設 備 協 会 消防用設備等実務研修会 1人

北 海 道 　北海道防災ヘリコプター合同訓練 13人

参加人数

消 防 庁

各消防本部における管理職員等を対象とした研
修会

16人

　各消防本部における採用広報担当者を対象と
　した研修会

1人

北 海 道 開 発 局
網 走 開 発 建 設 部

4人

日 本 年 金 機 構
北 見 年 金 事 務 所

社会保険制度説明会 1人

1人

　リモートラーニングによるデジタル人材のた
　めの基礎研修

125人

　自治体の契約事務研修会 1人

地方債事務講習会 1人

財政実務・資金管理研修 1人

財務諸法と財務分析研修 1人

メンタルヘルスセミナー 1人

1人

非常勤職員公務災害補償等事務担当者研修会 1人

コンプライアンス研修

健康管理担当者向けウェビナー

研 修 内 容 参加人数

消 防 庁 ハラスメント等相談窓口相談員向け研修会 9人

北 海 道 市 町 村
総 合 事 務 組 合

北 海 道 市 町 村 職 員
共 済 組 合

北 海 道 栄典事務担当初任者研修会 1人

北 海 道 町 村 会 給与制度研修会 2人

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員の研修の状況（令和７年度）

北 海 道 基 地 協 議 会 防衛省所管補助事業等実務担当者研修会 3人

実 施 機 関





③消防職員派遣研修

④救急隊員研修

⑤救急救命士派遣研修

※参加人数及び派遣人数は延べ人数を記載

（２）職員の勤務成績の評定の実施

　　　地方公務員法の改正により、平成２８年度から人事評価制度が法律上の制度として導
　　入されました。
　　　人事評価は、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するため、公正か
　　つ定期的に行わなければならないこととされています。
　　　評価基準の明示や評価結果の本人への開示などの仕組みを導入し、評価の観点として
　　「能力評価」と「業績評価」の両面から評価して、人事管理の基礎とすることができる
　　よう、実施に向けて取り組んでおります。

遠 軽 地 区 広 域 組 合 再 教 育 病 院 実 習

遠 軽 厚 生 病 院 8人

北見地区消防組合救急
ワ ー ク ステ ーシ ョン

4人

札幌医科大学附属病院 8人

実 施 機 関 研 修 内 容 派遣人数

北 海 道 救 急 業 務
高 度 化 推 進 協 議 会

気管挿管再認定講習 北 見 赤 十 字 病 院 8人

ビデオ硬性喉頭鏡講習 札幌医科大学附属病院 1人

遠 軽 地 区 広 域 組 合

　周産期講習 46人

　救急隊長研修会 21人

意識障害脳卒中病院前救護研修会 16人

オホーツク圏メディカル
コ ン ト ロ ー ル 協 議 会

救急活動事後検証研修会 11人

北 見 地 域 救 急 医 療
対 策 協 議 会

　第１回構成機関職員等研修会 4人

　第２回構成機関職員等研修会 4人

北 海 道 救 急 医 学 会
　救急隊員部会研修会 10人

　学術集会 2人

道 北 ド ク タ ー ヘ リ
運 航 調 整 委 員 会

　北海道ドクターヘリ安全研修会 1人

実 施 機 関 研 修 内 容 参加人数

北 海 道 　北海道小児救急医療地域研修会 4人

消 防 庁 　マイナ救急の全国展開にかかるオンライン研修 123人

専科教育救助科 1人

　広域応援指揮課程 1人

大規模災害捜索救助課程 1人

専科教育危険物科 1人

専科教育火災調査科 1人

専科教育救急科 4人

実 施 機 関 研 修 内 容 派遣人数

北 海 道 消 防 学 校

初任教育 4人

専科教育警防科 1人

専科教育予防査察科 1人



７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福利厚生の状況（令和７年度）

（２）職員の公務災害の発生状況（令和７年度）

８　勤務条件に関する措置の要求の状況（令和７年度）

　　０件

９　不利益処分についての不服申立てに関する状況（令和７年度）

　　０件

10　苦情相談に関する状況（令和７年度）

　　０件

通 勤 災 害 ０件

備考
１　総合健診（人間ドック）は、３０歳～３９歳の職員は２年に１回、４０歳以上の職
　員は毎年実施しています。
２　定期健診は、３０歳～３９歳で総合健診の対象外職員と、３０歳未満の職員を対象
　に実施しています。
３　特定業務従事者健診は、深夜業に従事する職員を対象に実施しています。

区 分 認定件数 災害の概要

公 務 災 害 ０件

定　期　健　診 ５０人 ５０人

特定業務従事者健診 １１１人 １１１人

健康診断の種類 対象者数 受診者数

総　合　健　診 ７５人 ７５人


